
第７期「仙台市障害福祉計画」・第３期「仙台市障害児福祉計画」令和７年度実績（成果目標）

令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績
令和７年度

目標

1 (1)
施設入所者の地域生活
への移行者数

令和８年度末までに、令和４年度
末時点の全施設入所者数の 524
人のうち、６％（32 人）以上の地
域生活への移行を目指す。

施設入所者の地域生
活への移行者数

人 2 5 3 11

1 (2) 施設入所者数
令和８年度末時点の施設入所者
数について、令和４年度実績
（524 人）と同水準を目指す。

施設入所者数 人 526 521 522 524

基幹相談支援セン
ター等とのケース検
討回数

回 17 25 45 17

実践報告会の開催回
数

回 1 1 1 1

運用状況の検証・検
討回数

回 1 1 1 1

No
項目

（国の基本指針）
成果目標 項目 単位

2 (1)

地域生活支援拠点等の
支援ネットワーク等に
よる効果的な支援体制
及び緊急時の連絡体制
の構築と運用状況の検
証及び検討【新設】

支援ネットワーク等による効果的
な支援体制及び緊急時の連絡体
制の構築を進めるとともに、運用
状況の検証・検討を年１回以上行
う。



令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績
令和７年度

目標

No
項目

（国の基本指針）
成果目標 項目 単位

人材育成研修開催回
数

回
（名）

14
（129）

18
（123）

20
（108）

6
（90）

施設コンサルテー
ション実施回数

回 38 37 39 33

支援体制整備への
スーパーヴァイズ実
施回数

回 1 1 1 1

3 (1)

福祉施設の利用者にお
ける一般就労への移行
者数
（生活介護、自立訓練、
就労移行支援、就労継
続支援A型・B型の合
計）

令和８年度末時点において、就労
移行支援事業等（生活介護、自立
訓練、就労移行支援、就労継続支
援 A 型・B 型）を通じた一般就労
への移行者数を令和３年度実績で
ある 327 人の 1.28 倍以上
（426 人）とすることを目指す。

一般就労への移行者
数

人 363 426 418 403

3 (2)
福祉施設の利用者にお
ける一般就労への移行
者数（就労移行支援）

令和８年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和３年度実
績である 284 人の 1.31 倍
（373 人）以上とすることを目指
す。

一般就労への移行者
数

人 306 366 342 357

3 (3)

就労移行支援事業所の
うち、就労移行支援事
業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者
の割合が５割以上の事
業所の割合【新設】

令和８年度末時点において、就労
移行支援事業所のうち、就労移行
支援事業利用終了者に占める一
般就労へ移行した者の割合が５割
以上の事業所を全体の６割以上と
することを目指す。

一般就労へ移行した
者の割合が５割以上
の事業所の割合

％ 61.8 78.8 64.7 60.0

2 (2)

強度行動障害を有する
障害者に関する状況や
支援ニーズの把握及び
地域の関係機関が連携
した支援体制の整備
【新設】

強度行動障害を有する障害者に
関して、特性に適した環境調整や
適切な支援が行われるよう、その
状況や支援ニーズを把握し、強度
行動障害に対応できる機関として
設置済みの「仙台市第二自閉症児
者相談センター(なないろ)」と
アーチルの協働により、強度行動
障害に対応できる人材の育成や、
施設等の支援力向上を目指す。



令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績
令和７年度

目標

No
項目

（国の基本指針）
成果目標 項目 単位

3 (4)

福祉施設の利用者にお
ける一般就労への移行
者数（就労継続支援A
型）

令和８年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和３年度実
績である 28 人の 1.29 倍（37
人）以上とすることを目指す。

一般就労への移行者
数

人 26 31 39 32

3 (5)

福祉施設の利用者にお
ける一般就労への移行
者数（就労継続支援B
型）

令和８年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和３年度実
績である 12 人の 1.28 倍（16
人）以上とすることを目指す。

一般就労への移行者
数

人 29 23 32 14

3 (6)
就労定着支援事業の利
用者数

令和８年度末時点において、就労
定着支援事業の利用者数を令和３
年度実績である 210 人の 1.41
倍（297 人）以上とすることを目
指す。

就労定着支援事業の
利用者数

人 276 280 295 285

就労定着支援事業に
おける就労定着率７
割以上の事業所の割
合

％ 7.7 14.3 10.3 20.0

協議会（就労支援部
会）等の設置

検討 検討 検討 設置

3 (7)

就労定着支援事業にお
ける就労定着率及び就
労支援のネットワーク
強化や支援体制構築の
ための協議会（就労支
援部会）等の設置【新
設】

令和８年度末時点において、就労
定着率が７割以上の事業所を全体
の２割５分以上とすることを目指
す。また、地域の就労支援のネット
ワークを強化し、雇用や福祉等の
関係機関が連携した支援体制の
構築を推進するため、協議会（就
労支援部会）等を設けて取り組み
を進めることを目指す。



令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績
令和７年度

目標

No
項目

（国の基本指針）
成果目標 項目 単位

児童発達支援セン
ターによる相談支援
回数

回 3,259 2,262 2,171 2,750

児童発達支援セン
ターによる施設訪問
支援回数

回 1,556 1,106 1,177 1,800

児童発達支援セン
ターによる相談支援
回数（再掲）

回 3,259 2,262 2,171 2,750

児童発達支援セン
ターによる施設訪問
支援回数（再掲）

回 1,556 1,106 1,177 1,800

保育所等訪問支援事
業所による支援回数

回 307 367 542 480

4 (3)
重症心身障害児に対す
る支援

令和８年度末までに、主に重症心
身障害児を支援する児童発達支
援事業所及び放課後等デイサービ
ス事業所を、市内に 31 箇所以上
確保することを目指す。

主に重症心身障害児
を支援する児童発達
支援事業所及び放課
後等デイサービス事
業所数

箇所 16 19 18 25

4 (4)

医療的ケア児支援のた
めの関係機関の協議の
場の設置及びコーディ
ネーターの配置

令和８年度末までに、医療的ケア
児等に関するコーディネーター登
録者数を、令和４年度末実績の
18 人から 22 人に増加させるこ
とを目指す。

コーディネーター登
録者数

人 21 23 28 21

4 (5)

障害児入所施設に入所
する児童が大人にふさ
わしい環境へ移行でき
るようにするための移
行調整の協議の場の設
置【新設】

障害児入所施設に入所する児童
が大人にふさわしい環境へ円滑に
移行できるように、令和６年度末
までに移行調整の協議の場の設
置を目指す。

移行調整の協議の場
の設置

試行的に設置 運営 運営 運営

4 (1)
障害児の地域支援体制
の構築【新設】

児童発達支援センターによる地域
における支援力向上を目指す。

4 (2)
障害児の地域社会への
参加・包容（インクルー
ジョン）の推進【新設】

令和８年度末までに障害児の地域
社会への参加・包容（インクルー
ジョン）を推進する体制を構築す
ることを目指す。



令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績
令和７年度

目標

No
項目

（国の基本指針）
成果目標 項目 単位

合同事例検討会開催
回数

回 5 5 5 5

地域の相談機関との
連携強化の取組件数

回 78 90 181 80

協議会における個別
事例の検討実施回数

回 22 27 34 25

6 (1)
障害福祉サービス等に
係る各種研修の活用

令和８年度末までに、宮城県が実
施する障害福祉サービス等に係る
研修等に継続して参加し、支援の
質の向上を目指す。

研修への本市職員の
参加・聴講者数

人 21 22 64 36

6 (2)
障害者自立支援審査支
払等システムによる審
査結果の共有【新設】

令和８年度末までに、障害者自立
支援審査支払等システムによる審
査結果等の共有を行い、支援の質
の向上を目指す。

障害者自立支援審査
支払等システムによ
る審査結果の共有回
数

回 0 2 2 1

運営指導等の回数
回

134 166 147 125

集団指導への事業所
参加率

％ 82.8 85.5 87 75.0以上

5
相談支援体制の充実・
強化等

基幹相談支援センターによる地域
の相談支援体制の強化を図る体
制を確保することを目指す。

6 (3) 運営指導等・集団指導
運営指導等及び集団指導を通じ
て障害福祉サービス等の質の向
上を目指す。


